
令和８年第２回定例会議案一覧 
市長提出議案 
（令和８年５月２８日提出 １５件） 

議
案
番
号 

件   名 提案理由・要旨 

議

決

月

日 

議

決

番

号 

議

決

結

果 

第

25

号

議

案 

本庄市長等の損害賠償責任の一

部免責に関する条例の一部を改

正する条例 

地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正をしたいの

で、この案を提出するものである。 

6 

月 

24

日 

第

33

号 

原

案

可

決 

第

26

号

議

案 

本庄市税条例の一部を改正する

条例 

地方税法等の一部改正に伴い、所要の改正をしたいの

で、この案を提出するものである。 

6 

月 

24

日 

第

34

号 

原

案

可

決 

第

27

号

議

案 

本庄市介護保険条例の一部を改

正する条例 

介護保険法施行令の一部改正に伴い、保険料の減免の

規定を整備したいので、この案を提出するものである。 

6 

月 

24

日 

第

37

号 

原

案

可

決 

第

28

号

議

案 

本庄市就学支援委員会条例等の

一部を改正する条例 

事務の効率化を図るため、公民館相互の連絡調整に当

たる公民館を変更等したいので、この案を提出するも

のである。 

6 

月 

24

日 

第

38

号 

原

案

可

決 

第

29

号

議

案 

本庄市農業委員会の委員等の定

数を定める条例の一部を改正す

る条例 

農業委員会等に関する法律に基づき、基準農業者数の

減少に伴う農業委員の定数の改正をしたいので、この

案を提出するものである。 

6 

月 

24

日 

第

35

号 

原

案

可

決 

第

30

号

議

案 

市道路線の廃止について 

市道第２０２７号線 払下げにより廃止する。 

市道第２－１０９９号線 払下げにより廃止する。 

以上２件について、この案を提出するものである。 

6 

月 

24

日 

第

36

号 

原

案

可

決 

第

31

号

議

案 

専決処分の承認を求めることに

ついて 

本庄市税条例の一部を改正する条例について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、別紙のとおり専決処分したので同条第３

項の規定により、これを報告して承認を求める。 

6 

月 

1

日 

第

25

号 

原

案

承

認 

第

32

号

議

案 

専決処分の承認を求めることに

ついて 

本庄市都市計画税条例の一部を改正する条例につい

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したの

で同条第３項の規定により、これを報告して承認を求

める。 

6 

月 

1

日 

第

26

号 

原

案

承

認 



第

33

号

議

案 

専決処分の承認を求めることに

ついて 

本庄市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９

条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したの 

で同条第３項の規定により、これを報告して承認を求

める。 

6 

月 

1

日 

第

27

号 

原

案

承

認 

第

34

号

議

案 

本庄市固定資産評価員の選任に

つき同意を求めることについて 

地方税法第４０４条第２項の規定により本庄市固定資

産評価員として 矢嶋 雅宏 氏を選任したいので、この

案を提出するものである。 

6 

月 

1 

日 

第

28

号 

原

案

同

意 

第

35

号

議

案 

人権擁護委員候補者の推薦につ

き意見を求めることについて 

人権擁護委員 福島 愼治 氏が令和８年９月３０日を

もって任期満了となるため、人権擁護委員法第６条第

３項の規定により人権擁護委員の候補者として 

福島 愼治 氏を推薦したいので、この案を提出するも

のである。 

6 

月 

1

日 

第

29

号 

原

案

同

意 

第

36

号

議

案 

人権擁護委員候補者の推薦につ

き意見を求めることについて 

人権擁護委員 中島 夫 氏が令和８年９月３０日を

もって任期満了となるため、人権擁護委員法第６条第

３項の規定により人権擁護委員の候補者として 

中島 夫 氏を推薦したいので、この案を提出するも

のである。 

6 

月 

1

日 

第

30

号 

原

案

同

意 

第

37

号

議

案 

人権擁護委員候補者の推薦につ

き意見を求めることについて 

人権擁護委員 根岸 享子 氏が令和８年９月３０日を

もって任期満了となるため、人権擁護委員法第６条第

３項の規定により人権擁護委員の候補者として 黒澤

敬子 氏を推薦したいので、この案を提出するものであ

る。 

6 

月 

1

日 

第

31

号 

原

案

同

意 

第

38

号

議

案 

人権擁護委員候補者の推薦につ

き意見を求めることについて 

人権擁護委員 石川 優子 氏が令和８年９月３０日を

もって任期満了となるため、人権擁護委員法第６条第

３項の規定により人権擁護委員の候補者として 浅香

浩延 氏を推薦したいので、この案を提出するものであ

る。 

6 

月 

1

日 

第

32

号 

原

案

同

意 

第

39

号

議

案 

令和８年度本庄市一般会計補正

予算（第１号） 

補正予算額         ７，３８９，０００円 

総額       ３４，６７８，３８９，０００円 

債務負担行為の補正 

6 

月 

24

日 

第

39

号 

原

案

可

決 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



議員提出議案 
（令和８年６月２４日提出 １件） 

議
案
番
号 

件   名 提案理由・要旨 

議

決

月

日 

議

決

番

号 

議

決

結

果 

議

第 

1 

号

議

案 

イラン戦争がもたらした物価高

・資材不足から暮らしと営業を守

るための緊急対策を求める意見

書 

アメリカ合衆国とイスラエルによるイランへの軍事

攻撃は、国連憲章を踏みにじる重大な国際法違反です。

この無法な軍事行動が引き金となって、ホルムズ海峡

の封鎖が行われ、日本経済と国民生活にとって重大な

事態が起きています。 

ホルムズ海峡の封鎖により、物価高騰、資材の不足

が深刻化するもと、国においては、市場任せ、個別対

応にとどまらず、以下の暮らしと営業を守るための迅

速かつ抜本的な対策をとるよう強く求めます。 

 

１ 物価高騰から国民の暮らしを守るため、大胆な対策

を緊急に実施すること。物価上昇分を生活保護費や児

童扶養手当などの福祉給付にすみやかに反映させる臨

時改定、物価上昇にみあった年金額に引き上げる臨時

改定などを実施すること。 

 

２ 医療、食料、交通・物流、建設など国民生活に欠か

せない分野での調達を確保すること。エネルギー供給

危機に対応するための緊急措置法制の整備、診療報酬

・介護報酬の臨時改定と公的補助、交通・物流におけ

る燃料確保とコスト増への援助などに取り組むこと。 

 

３ コストや金利の上昇による困難から中小企業と雇

用を守ること。コスト上昇や借入金利の上昇に苦しむ

中小企業に対する資金繰り支援、休業を余儀なくされ

る中小企業に対する休業補償や公租公課の支払い猶予

措置などを実施すること。 

 

４ 原油及び石油製品の需給を正確に把握し、供給と価

格の安定に責任をもつこと。原油、石油製品、ナフサ、

エチレン等の在庫や流通に関する情報を正確に把握す

るとともに、国民に対して適時に公表する体制を構築

すること。 

 

５ 石油由来の燃料や原材料の需要抑制対策に取り組

むとともに、中長期の視点にたった省エネ・再エネの

抜本強化をただちに進めること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提

出します。 

6 

月 

24

日 

第

40

号 

原

案

可

決 

 


